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論文要旨 

本論文では、学齢期にある発達障害児の母親は育児を通してどのような主観的経験を得

ているのか、何を契機に子どもに対する保護機能と自立機能を調整するのか、社会状況を含

め明らかにし、学齢期発達障害児の母親への支援について提言を行った。 

発達障害は、脳（認知）機能の障害であり、2004 年発達障害者支援法制定により法的に

支援の対象となった。発達障害のある子どもは、障害特性によって学校など集団の規範、規

律、秩序に行動を合わせられない状態や、コミュニケーションの齟齬によって周囲から否定

的な評価を受けやすい。発達障害のある子どもの生きづらさの軽減のために、主な養育者で

ある母親は、子ども本人への療育と、子どもが所属する保育・教育施設や学校などへ発達障

害の特性への理解と特性に合わせた環境調整（合理的配慮）を求める。母親は、発達障害の

ある当事者ではない。しかし、発達障害のある子どもの育児の困難さと、育児を通した社会

からの反応などから、育てる者としての母親自身の生きづらさが生じる。現在の障害児支援

体制は、知的障害・身体障害児を想定し、早期に発見し早期に療育を提供する方針に基づき

構築されている。就学以降は、子どもの学校教育が生活の中心になることもあり、乳幼児期

にて得られていた支援は一律になくなる傾向にある。また、学齢期は、乳幼児期から青年期

への移行の期間であり、親の保護を中心としたケアから、自立に向けたケアの比重が高まり

つつある時期である。子どもの行動範囲も広がり、母親が知らない子どもの生活世界が広が

る。母親は、子どもの生きづらさが発達障害の特性に起因することを理解しているため、定

型発達の子どもに対する時とは異なり、保護機能と自立機能を調整する難しさがあると考

えられる。母親の経験および置かれた状況を理解することは、母親および発達障害のある子

どもの生きづらさの軽減に向けた支援を検討する上で一助となると考えられる。 

学齢期の母親の育児を通した経験をつかむために、放課後に注目する。放課後は、学校時

間よりも自由度が高く、母親の子どもの見方や子どもを取り巻く社会状況が表現されると

推測される。そして、母親の育児行動を左右する鍵概念として、子どもを肯定的に受容する

他者がいる「社会的居場所」をとりあげる。 

近年になって発達障害概念が登場したことから、発達障害児の親に関する研究は限られ

ている。障害児の家族に関する研究は、心理学・医学・特別支援教育学の中で、障害診断を

受けた後の親の心理過程（障害受容）に関するものが中心となっている。社会学的研究は、

1990 年代から家族、特に母親の望ましい姿や役割規範を押し付ける社会の言説を問うかた

ちで出現してきた。障害児の年齢に応じて、親子関係や親に求められる役割は変化する。ラ

イフステージ別の具体的研究が求められるが、先行研究の殆どは成人期の障害者の親を対

象としたものになっている。また、子ども期の障害児の母親をテーマとする研究は回顧的方

法によるものが多く、子ども期にある障害のある子どもの親を対象とし、数年間を追ったパ

ネル調査の蓄積は殆どない。発達障害児の母親は、従来の障害児の家族研究が対象としてき

た介助を要する中程度・重度障害児の母親とは異なる経験を得ていると考えられる。 



序章では以上のような問題設定を述べたうえで研究の目的と方法などを提示した。この

序章に続き、本論文は 4 章および終章で構成されている。 

第１章「発達障害児に対する支援体制の課題」では、日本の障害児支援体制の状況、学齢

期の障害児支援に関する国の検討会の議論をとりあげ、学齢期の療育を提供する放課後等

デイサービス事業が本来機能を果たせていない背景を明らかにするとともに、現在の障害

児支援体制を発達障害児に適用した場合の課題について検討した。「療育」概念の曖昧さは、

放課後等デイサービスの活動内容に多義性を持たせている。障害児支援に関する検討会に

おける、学齢期障害児支援の議論からは、発達障害児支援を求めてきた福祉・医療等の従事

者や保護者の団体と、他の障害種の団体との間に、学齢期支援を担う放課後等デイサービス

に対し期待する活動内容にずれがあることが認められた。また、従事者や保護者団体の中か

ら、子育て支援が優先されることへの懸念が示され、議論が交わされるなど、学齢期の親支

援のあり方に関し共通項がないことが示された。 
第 2 章「放課後施策の展開にみる放課後の意味」では、子ども全般の放課後対策の動向か

ら、その時々の国の放課後に関する方針・姿勢を明らかにし、それは子どもや家族の放課後

にどのような現象を起こしうるのか、そして、発達障害のある子どもと母親へどのようなメ

ッセージになるのかを考察した。子ども全般の放課後対策に注目する理由は、発達障害児は、

近年になり、通常学級から発見され、放課後の時間も子ども全般の放課後施策にて過ごして

きたこと、障害児対象の放課後対策は子ども全般の放課後対策に影響を受けてきたと考え

られたためである。子ども全般の放課後対策は、1990 年代以降、少子化対策や労働力確保

など多方面の政策課題を回収するかたちで展開していった。2007 年「放課後子どもプラン」

以降、子どもを学校内など大人にとって安心・安全な場所に囲み、組織だった活動の導入を

推進するなど、「放課後の学校化」という現象が生み出されている。また、障害児は、放課

後児童健全育成事業創設以降、特別支援教育の影響を受けながら、子ども全般を対象とする

放課後施策にて対応する方向に展開されている。現在、民間企業による習い事等も含め、放

課後活動は多種多様化している。国から望ましい放課後のすごし方も示されるなか、放課活

動の利用決定および結果の責任は、活動へのアクセス確保も含めて、変わらず家族にある。

そのような放課後社会の中で、発達障害児の母親にも、専門家でさえも難しい発達障害の特

性と子どもの変化を見極め、適切な放課後生活を用意する責任が求められている。 

第 3 章「発達障害のある子どもの放課後実態――小学校在籍児童の保護者を対象とした

質問紙調査」では、計量的調査によって発達障害児の放課後の生活を明らかにした。これま

で、障害児の放課後の生活について、発達保障の立場から大規模調査が実施されてきた。し

かし、従来の調査は中程度・重度の知的障害児や身体障害児を対象としているものであり、

1 人で外出ができる発達障害児に関して全体的な傾向を報告したものは殆どない。3 市の全

公立小学校 112 校の通常学級または特別支援学級に在籍する子どもの保護者を対象に質問

紙調査を実施した（有効回答数：通常学級在籍児 197 名、特別支援学級在籍児 292 名）。結

果、発達障害児の放課後活動の利用状況は、通常学級在籍児・特別支援学級在籍児とも、先



行研究にて報告されている特別支援学校在籍児の利用状況よりも、一般の子どもの利用状

況に近いことが明らかになった。また、通常学級在籍児と特別支援学級在籍児の比較では、

自立度がより高く、コミュニケーション上のトラブルが少ない傾向にあった通常学級在籍

児の方が、障害児を対象とする活動の利用は少なく、子ども全般を対象とする活動の利用が

多いことが認められた。発達障害児の放課後における生活支援について、従来の中程度・重

度障害児を対象とした放課後支援とは異なる視点からの検討が必要である。 

第４章「学齢期発達障害児を育てる母親のライフヒストリー――放課後のすごし方から」

では、ライフヒストリー法にて、母親の子育てを通した経験や感情、放課後の活動の意味づ

けとその変化を明らかにした。発達障害児の母親 23 名に対し、2013 年から 2017 年にわた

り計 4 回インタビューを実施し、専門医療機関受診のきっかけと親子での集団療育経験の

有無から 4 類型に分けて考察を行った。自発的に専門医療機関を受診し親子で参加する集

団療育を経験した母親は、発達障害の特性について積極的に学習し、子どもの言動を発達障

害の特性と関連づけて分析し対応していた。また、子どもの発達に良いものと判断すれば、

居住地域における障害児支援体制の通常ルートから離れてでも獲得し、子どもに送迎や付

き添いが必要である場合、仕事を調整し放課後活動を優先していた。時には、放課後に習い

事・活動を埋める傾向があった。一方、周囲から進められて専門医療機関を受診し親子での

集団療育を経験していた母親は、障害児支援体制の通常ルートから外れてまで活動を確保

しようとはせず、放課後活動の利用の仕方は、慎重に利用するタイプと複数を埋め込むタイ

プとに分かれた。また、親子で参加する集団療育の経験がない母親のうち、周囲の勧めから

専門医療機関受診に至った場合、学校等に発達障害の特性に応じた配慮を求めるが、自ら障

害児対象の放課後活動を探し利用する行動には至らない。つまり、母親自身が子ども期に経

験してきた生活の範囲内での配慮の要求等にとどまっていた。そして、自発的に専門医療機

関を受診した母親は、他のタイプの母親と比べて、子どもが嫌がることをさせるべきではな

いという育児観があり、母親自身が知識を習得し、気づきを得ようとする意識が高かった。

また、母親にとって心地よい場を確保あるいは自ら形成する傾向が認められた。なお、自発

的に専門医療機関を受診したタイプの中にも、勧奨されて受診したタイプの中にも、放課後

を活動で埋めるなど似た傾向を示す母親の存在があった。療育の提供期間が、子どもや母親

の状態によってではなく子どもの生活年齢によって一律に終了となることが影響している

と推測された。現在の障害児支援体制の課題と考えられる。 
そして、母親全体の共通事項として次の 3 点が認められた。①母親は、放課後活動の選択

利用にあたり、子どもの希望を尊重しながらも、定型発達の子どもと比べて劣っている・遅

れている力を引き上げることに比重を置き、障害児を対象とする活動、子ども全般を対象と

する活動にかかわらず選択利用していたこと、②放課後活動を母親が見直す契機は、進級や

進学による放課後時間の短縮のほか、以前は認められなかった姿に遭遇した時であること、

③放課後活動の選択利用とその変更には、直接的・間接的に、母親が子どもの「社会的居場

所」と認める場、そして、母親自身の「社会的居場所」が関与していたことが示された。 



 終章では、第１章から第 4 章をまとめ、考察した。 

放課後の時間は、子育て支援が本格的に始まった時期から、多様な公的事業や民間活動が

用意され、理想的な放課後のすごし方も提示された。しかし、活動利用のための公的支援は

ないまま、放課後のすごし方は家族に任されており、特別な配慮を要する発達障害児につい

ても状況は同じである。むしろ、子どもに発達の躓きがあるからこそ、親として子どもを中

心に生活を組み立てることを求める支援者や保護者のいることが、国の審議会にて明らか

になった。また、支援者間で親支援のあり方が異なることも確認された。就学以降の障害児

支援体制がない中で、母親は、子どもが周囲から不利益を被らないよう、子ども本人が集団

の中で認められる力を習得することを放課後活動に求めていた。どのような力を習得すれ

ば、多数派（定型発達児者）の世界から認められるか、学齢期の子どもであれば、子どもの

生活の中心となっている学校にて評価される学力や身体能力などが挙げられる。そこで、放

課後活動に、学力など個別に積み上げることのできる能力を引き上げることを求めていた

ことが考えられる。また、母親が、子どもの「社会的居場所」を意識し、時に自らの手で形

成しようとする行動の背景として、学校が子どもの「社会的居場所」になり得ていないこと

に加え、子どもの将来、特に二次障害への不安が挙げられる。二次障害は、発達障害の特性

に起因する行動への周囲の無理解や理不尽な対応によって引き起こされる。特に、親子での

集団療育を経験した母親であれば、定型発達の子どもと母親を通して、少数派である障害児

の世界と、多数派の定型発達児の世界との非対称な関係を意識せざるを得ない。母親は、子

どもの将来の自立に加え、周囲から区別や拒否をされることへの不安から、子どもそして母

親自身に対し共感的であり受容的な他者のいる「社会的居場所」を求めていると考えられる。 

母親は、進級や中学校進学に伴う放課後時間の減少といった物理的要因に加え、子どもが

自ら友達関係を築いている様子に触れた時、また、学年が進んだ子どもから、自分のしたい

ようにすごしたいという意思が示された時、放課後のすごし方の見直しを経験していた。子

どもが乳幼児であれば、母親は日常的に療育を受けている医療・療育機関の職員に助言を得

ることができた。しかし、学齢期になると日常的に子どもと接触のある医療・療育機関はな

くなる。利用していれば放課後等デイサービスが子どもに日常的に接触のある場となるが、

現在、放課後等デイサービスの専門性が問題になっている。的確な助言を得られぬまま、子

どもの意思に沿うのか、将来のための取組みを優先するのか、母親がひとりで判断せざるを

得ない状況に置かれている。発達障害のある子ども本人が、自分の生きづらさを理解し対応

してくれる人や集団に確実につながる保障として、就学以降も子どもと家族（母親）に伴走

し続ける支援体制が求められる。さらに、発達障害児者に対する社会の理解と寛容性が目に

見えるかたちで広がれば、母親は子どもに対する将来への不安という母親の感情に左右さ

れず、子どもの最善の利益を考慮しながら放課後活動を選択し、やがて社会に子どもを託す

ことが可能になると考えられる。 
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